
日本企業における情報化 とその効果
一 パイ ロッ ト ・サーベ イの概要 と若干 の考察 一

阿 部 孝太郎

1.は じめ に一概 略

情報化投資の効果 に関 しては,マ クロ経済的な側面か らデータが各方面から

出ている。アメリカでは,九 十年代後半から情報化投資が生産性 に結び付 き,

いわゆる 「生産性のパ ラ ドクス」が解消 されつつあるとい う説が増えている

(Brynjolfsson&Hitt[1998],篠 崎[1999],Jorgenson[2001]な ど参照)。

しか し,経 営者にとって必要なのは,い つ,ど のような情報技術 を導入 し,い

かにそれを活用 してい くか という点である。計量経済学におけるマクロ ・デー

タではな く,よ り具体的なデータが必要である。そこで本研究は,特 に,グ ルー

プウェアやイ ントラネッ ト,そ してナレッジ ・マネジメントに着 目して,パ イ

ロッ ト・サーベイを行 った。

パイロット・サーベイを行 うにあたっての前段階の仮説は,凡 そ次のような

ものであった。

グループウェアやイン トラネッ トは,比 較的費用 も安 く,使 い勝手 も良い。

その成果 も個々の事例 としては数多 く報告 されている。 したがって,効 果的に

導入 している企業は,何 らかの業績を上げているのではないか。中でも,ナ レッ

ジ ・マネジメントを実施 し,中 間管理職の数が少ないフラットな企業ほど成果

を上げているのではないか,と いうのが,調 査 ・分析 を進めてい く前の大 まか

な仮説であった。

以下,情 報技術が組織に与える効果に関 して,先 行研究(従 来調査)を 概観

し,本 パイロット・サーベイの結果を参考にしながら,新 しい諸命題 ・諸仮説
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を検討 してい く。

結論 を先取 りして言えば,対 象 となった企業群においては,既 存の組織構造

やプロセスを残 したまま,情 報化によって効率を上げていこうとい う姿勢が現

在の ところ強いように思われる。フラットな組織は,そ うでない企業に比べて

業績が良いが,そ れが情報化によるものかどうか まだ判断は難しい。

また,組 織情報化 に関 しては,計 量的分析のみによるアプローチは,現 時点

及び将来における説明力という点でやや限界があり,質 的分析の積み重ね,も

しくは両者の併用によるアプローチが有効なのではないか と思われる。

2.従 来調査の問題点と本調査の位置づけ

情 報 化 に投 資 し て も,そ れ に見 合 っ た業 績 が 上 げ られ ない とい う,い わ ゆ る

「生 産 性 のパ ラ ドク ス」 が なぜ 生 じ るの か とい う問 題 に 関 し て
,こ れ ま で主 と

して 経 済 学 者 か ら,統 計 の 不 備 説,タ イ ム ・ラ グ説(David[1990]),な どが

主張 され てい る。そ の後,ブ リ ンジ ョル フソ ン らの精力 的 な計 量分 析(Brynjolfsson

etal.[1994],Brynjolfsson&Kahin[2000]),日 本 で も,そ れ ら を下 に した

経 済 企 画 庁 の 調 査 な どが あ り,「 生 産 性 の パ ラ ドク ス 」 は あ る意 味 解 消 され た

の だ とす る もの もい る(Brynjolfsson&Hitt[1998],篠 崎[1999],Jorgen-

son[2001]参 照)。 し か し,経 済 学 的 な観 点 か ら,既 存 研 究 に対 して 本 稿 が

付 け加 え る 点 は あ ま りな い 。 こ こで は,経 営 学 的 な 観 点 か ら,(主 に 日本 に お

け る)従 来 サ ーベ イ 調 査 の 問 題 点,限 界 に関 して い くつ か 指 摘 し,併 せ て 本 調

査 の 特 徴 に つ い て触 れ て い こ う。

第 一 に,質 問 の形 態 と して 「～ につ い て,あ な た は ど う思 い ます か?」 とい

う聞 き方 を して お り,実 情 を 反 映 して い る か ど う か は 分 か らな い 。 た とえ ば,

経 済 企 画 庁[1996]の 結 果 で は,「 企 画 力 等 の 向 上 」 に 関 して,七 割 近 くの 人

が 「効 果 あ り」 も し くは 「や や 効 果 あ り」 と回 答 して い る。 こ れ に よ っ て,回

答 者 の 主 観 ない し感 想 は あ る程 度 把 握 で き るが,本 当 に 「効 果 が あ っ た」 か ど

うか は,実 は わ か らな い の で あ る(た とえ ば,小 池[2000]参 照)。 本 調 査 で は,
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たとえ同じテーマの質問をするに しても,回 答者の主観ではなく,実 態を把握

するように心掛けた。

また,た とえば 「フラッ ト化が進んだ」 という回答が実態を反映していると

して,何 階層か ら何階層に変化 したのかが非常に重要である。たとえば,も と

もと十階層だった ものが,七 になったの と,も ともと五階層だったものが,そ

のままでいる場合,前 者がフラット化 し,後 者はフラット化 していないことに

なるが,後 者の方が本当は階層数が少ない,相 対的にフラッ ト型の組織 なので

ある。 しかし,従 来の日本調査(た とえば,情 報化 と労働政策 との関連に関す

る研究会[1996],経 済企画庁[2000])及 びい くつかの理論(た とえば,桑 田

[1995],横 田[1998])で は,な ぜか漠然 と 「フラット化」という言葉を使っ

てお り,い くつからい くつの階層数に変化 したという具体的記述がない。

第二 に,ITに は様々な ものがあるにも関わらず,今 までは一括 して 「IT」

として扱 ってきた。 しかし,IT,あ るいはコンピュータといっても,ERPと

イントラネッ トでは,全 く導入や利用の形態が違 うかもしれない(た とえば

ERPに 関 して,Davenport[1998]参 照)。 たとえば,マ ーカスは,ITを,「 オ

ペ レーショナル ・システム」(オ ペ レーシ ョンを自動化するもの),「 コミュニ

ケーション ・システム」(電 子メールなど)「 コントロール ・システム」,「決定

支援 システム」,「組織間システム」(EDIな ど)の5つ に分類 している(Robey

&Sales1994)。 これ らの導入及び利用形態が,全 く同じとは考えられない。

第三に,日 本においては,特 に中小企業群 においては,情 報化がアメリカ等

の先進地域 と比べて進んでいるとは言えず(伊 丹 ・伊丹 ら[2001]),最 近のグ

ループウェアやイントラネ ットなどの効果は,未 だ充分 に検証できないように

思える。その点,本 調査 における著名企業群は,他 の日本企業に比べて,相 対

的に情報化 に積極 的であ り,最 新 のシス テム において,グ ループウェアや

ERP等 の最新 システムにおいても,あ る程度結果を出しているように思える。

第四に,ITの 効果 を測定するのは,非 常に難 しい(Pearlson&Sunders

[2004])。 本調査でも,そ れは痛感させ られた。た とえば,エ ドビンソンとマ

ローン[1997=1999]は 「企業が 自社 に競争力 をつけるような人的資本や情報
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テクノロジーなどに投資をした場合,短 期的に損益計算上の数字が悪化 し,そ

れによってバランスシー トの価値が下がる,または企業の簿価が さがるという」

(p61)本 質的なパラ ドクスを現代の財務手法は抱えていると主張する。「1995

年にIBMに よってロー タスが買収 された時,簿 価の15倍 の値段がついた。

……IBMは ,紙 の上ではわずか2憶3000万 ドルの企業に対 し,35憶 ドルを払っ

たのだ」が,こ うしたズ レが現在の財務手法ではどうしても生 じて しまう。そ

こで,エ ドビンソンとマローン[1997=1999]は,「 知的資本」 という新たな

概念を提唱する。知的資本 とは,簡 単に言えば,あ る特定の企業に市場での競

争力 をもたらすような知識,応 用の きく経験,組 織のテクノロジー,顧 客 との

関係,プ ロフェッシ ョナルとしての技術 を有すること(p63)で ある。具体的

な指標 として彼 らがあげているのは,た とえば,財 務焦点として,「IT経 費/

一般管理費」,「IT投 資額」,顧 客焦点 として,「 内部のIT顧 客数」,「外部の

IT顧 客数」,「顧客のITリ テ ラシー」,プ ロセス焦点 として,「 コンピュータ

処理時聞」,「ミスな く手続 きを終えたアプリケーション」,「IT費 用/従 業員

数」,「IT費 用/一 般管理費」,「保有す るITの 増減額」,革 新 と開発焦点 とし

て,「IT開 発費用/全IT費 用」,「トレーニングのためのIT費 用/IT費 用」

などでる。これらが どの程度適切なものか,ま だ判定が難しいが,い ずれにせ

よ,こ うした指標が各企業で適切に整備されてい くと,将 来的にかな りの程度

ITと 「知的資本」の関係が把握で きるかもしれない。

最後 に,こ れはサーベ イ調査の本質的な問題かもしれないが,因 果関係が不

明瞭である。一般にこれまでの調査では そして本調査でも フラットな

組織が情報化の効果を上げているという主張 をしているが,そ の因果関係は,

はっきりしていない。たとえば,ミ セス ・フィール ド・クッキーでは,組 織を

フラット化 したことが逆 に情報化のメリットを活か しきれない原因になった

(Robey[1997コ)。 また,我 が国の銀行業界において も,80年 代半ばか ら,

住友銀行を先頭 に,一 様 に支店に大 きな権限を与える組織改革を行なった(岡

崎 ・星[2002])が,こ のことは情報化にプラスに作用 したのだろうか。常識

的に考えるならば,あ まり情報化の問題 とは関係 ないように見える。
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したが って,最 終 的 に情 報 化 の 因 果 関係 を検 証 す る に は,現 状 で は,ケ ー ス ・

ス タデ ィー か,比 較 的 少 数 一 せ い ぜ い 多 くて 二 十 ぐ らい か 一 の 比 較 研 究 等

の 質 的研 究 法(Ragin[1987]参 照)を 利 用 す る し か な い よ う に思 え る。 ケ ー

ス ・ス タ デ ィー に 関 し て は,こ れ ま で す ぐ れ た 研 究 が 多 く な さ れ て い る

(Yates&Maanen[2002]参 照)が,「 デ ー タ対 話 型 理 論 」(groundedtheory)

に 基 づ く比 較 研 究(Graser&Strauss[1968])は,ま だ少 な い よ うに 思 え る。

本 調 査 は,そ う した,質 的 な比 較 研 究 を通 じて 一 般 的法 則 性 を 引 き出 す た め の

パ イ ロ ッ ト調 査 と い う位 置 づ け で行 な わ れ た 。

3.パ イロ ッ ト ・サ ーベイの対象企業 とその方法

対象 とした企業は,経 団連情報通信委員会情報通信部会に参加 し,藤 井編

[1999]に 掲載 されている29社 とした。この29社 を選んだ理由は,第 一に,日

本企業の中で比較的情報化が進んでお り(少 な くとも情報化 に関心があ り),

その成果がある程度 目に見 える形で顕れているのではないかと思われる点であ

る。第二に,著 名な企業が揃ってお り,有 価証券報告書等公開されているデー

タが多 く,ま た著作や雑誌等,既 存資料を用いて内容の分析 もある程度可能で

あるという点である。 また,三 十社程度 という数は,一 定以上の計量的分析に

耐えて,な おかつ質的な分析 としても利用可能な範囲である。計量的な分析か

ら質的な分析へ と移行するのにちょうど良い規模である。第三に,上 記著作に

報告担当者のメールア ドレスが記 されてお り,回 答率が高 くなると考え られた

ためである。

調査の方法 としては,藤 井[1999]に 掲載 されている29社 に電子メールで基

本 となるアンケー トを2001年9月 に送信 した。(〆 切の9月17日 までに十二社

か ら回答があったが,そ れ以外の企業に関しても,た とえばイン トラネッ トの

導入年数など,上 記著作から明白に判断可能なものは,基 本的にデータとして

組み入れた。)メ ールで回答のなかった企業に対 して,中 間管理職(階 層数)

に関する問いについては,電 話で人事部に再度問い合わせ,こ の項 目に関して
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新たに七社をプラス した。 また,ア ンケー トに答えた企業の中で三社が対面型

のインタビューに,一 社がメールによる問い合わせ(イ ンタビューとほぼ同内

容のもの)に 応 じて くれた。

情報化の指標 としては,当 初投資額による判断を考えていたが,予 想以上に

入手が困難でデータが揃わなかったので,各 情報システムないしはアプリケー

ション(グ ループウエア,イ ントラネ ット,デ ータウェァハウス,ERP)の

採用年数を情報化 に関す る関与度 として採用することにした。(ア ンケー ト実

施前は,パ ソコンやネッ トワークの普及率 を指標にしようとしていたが,今 回

対象にした企業においては,そ れらはほぼ100%の 普及率であったので,先 の

四つの指標を事後的に採用 した。)こ れは,一 見単純な方法に見 えるが,初 期

に採用するには,購 入費用のみならず,様 々な精神的なコス ト(導 入方法につ

いての検討や利用者の トレーニングなど)も かかるから,意 外に妥当性が高い

と考えられる。また,経 営学的に言えば,い つどのような情報システム(ア プ

リケーション)を 導入するかは非常 に大 きな問題である。したがって,本 調査

では,各 情報 システム(ア プリケーション)を 採用年数に応 じて 「関与度」を

測ることにした。

また,本 研究では業績の指標 として株価を基本的に用いることにする。おお

まかに言って,ROE(ReturnOnEquity)は 現時点での成果(特 に資産をい

かに効率的に使い利益をあげているか)を,株 価 は市場での評価あるいは未来

に対する期待を示す ものと考えられる。前者は,ア メリカ企業において業績を

最 も表す一般的な指標 として捉えられてお り,デ ータが入手 しやすいというの

も,採 用の理由の一つである。ただし,バ ランスを取るために一応,株 価 に加

えてROEの みならず,EVAi等 のデータで もチェックを加えている。業績 に

関 しては,株 価を基本 としつつ適宜他のデータに関しても言及する。

iEVAに つ いて は 「週 間東洋 経済」 の デー タを参 照 した
。
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4.パ イロ ッ ト ・サ ーベイの結果

まず最初に概略 を知るために,各 情報 システム(ア プリケーション)の 関与

度四つを合計 したものを 「総合情報化指標」 として採用 し,そ れらによって,

情報化が企業の業績 を上げているかを検討する。

4--1.全 体一情報化は本当に企業の業績に結びついているのか?

総合情報化指標 と株価の関係は,図1の ような散布図として示 される。
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一 見 して 明 らか な よ う に
,全 体 と して は,ほ と ん ど全 く相 関 関係 は な い(相

関係i数0.09)ii。ROEに 関 して は,弱 い 負 の 相 関 関係 を示 して い る(-0.25)。

ii統 計の教科書的に言えば
,検 定を通らない場合は 「相関関係がある」とは言えな

いが,よ り一般的な意味で本稿ではこの言葉を用いている。検定と言っても完全な

ものではなく,基 本的に数さえ多ければ通ってしまう。また便宜的に5%や10%の
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また,EVAに 関 しても,ROEの ケースとほとんど同様の傾向を示 している(相

関係数は一〇.23)。

そ して,各 項 目間の関与度および業績等の関係は次のような相関行列によっ

て示される。

表1主 たる項目の相関行列(全 体)

グルー プ イ ン トラ デー タウェ

ウェア ネッ ト アハウス

中聞管 株価ROEERP

理職数

ROEEVA

(予測値)

グ ルー プ ウェ ア

イ ン トラ ネ ッ ト

データウェアハウス

ERP

中間管理職数

株価

ROE

ROE(予 測値)

EVA

1

0.54

0.84

-0
.084

0。59

-0 .08

-0
.24

0.051

0.55

1

0.91

0.24

0.46

0.24

-0 .06

0,02

-O .11

1

0.361

0.550。171

-0 .29-0.15-0.331

-0
.28-0.33-0.220.11

-0 .10-0.58-0.410.28

-0
.17-0.99-0.070.55

1

0.55

0.29

1

0.431

※小数点第三位を四捨五入。

アンケー ト実施前,た いていの企業は,グ ループウェアかイントラネットの

どち らかを使用 していると考えていたが,両 者の相関関係 は高 く,併 用 してい

るケースが多いようだ。併用 していない場合 も,イ ンタビューや参与観察等 を

通 じてわかったのだが,グ ループウェアもかな りの程度イン トラネット化 して

お り,グ ループウエアとイン トラネッ トは,も はや境がないようである。

また,グ ループウェア,イ ントラネッ トとデータウェアハウス設置の相関 も

非常 に高 く,デ ータや知識の投資に熱心 な企業群の存在が想定される。しか し,

それらの三つ とERPと の問は,相 関関係が低い。ERPは,表 一では明らかで

水準を利用する場合が多いが,こ れはあくまで便宜的な基準に過ぎない。たとえば

成功確率が五割以上の可能性があるのに,5%の 検定を通らないから実行に移さな
い,な どという経営者は考えづらい。したがって,検 定を通らない相関係数も本稿

ではなるべく記してある。
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ないが,製 造業に多 く用い られているようである。

4-2.組 織構造と情報化

さて,こ れまでの研究において指摘 されてきたのが,組 織がフラッ トで分権

化 されている(権 限委譲が進んでいる)企 業が,情 報化投資の効果を上げてい

るというものであった(Brynjorfson&Hitt[1996],経 済企画庁調査局[2000]

等)。

本調査では,便 宜的に中間管理職の階層数が3以 下の企業(n=9)を 「フ

ラッ ト組織」 と呼び,4以 上の階層数がある企業(n=10)を 「ノンフラット

組織」 と呼ぶ こ とにす る(参 照)。 この値 は,常 識的 に言 って も,教 科書

(Jones[2001]Chap.3)的 に言っても,妥 当な線ではないだろうか。

そこでまず,フ ラット組織における総合情報化指標 と株価 との関係について

見てい くと,弱 い正の相関関係を示 している(0.36,n=4)に 過ぎない。

そ してROEに 関 しては,逆 に弱い負の相関関係 を示 している(-0.25)。

EVAに 関しては,相 関関係を検討するにはサ ンプル数が少な過 ぎる(n=3)

ので分析結果 を省略する。

一方,ノ ンフラッ ト組織の総合情報化指標 と,株 価,ROE,EVAと の相

関係数は,そ れぞれ,0,26(n=8),-O.49(n=9),-0.63(n=6)と なっ

てい る。株価 にお いてか ろう じて正の相 関を示 している ものの,ROEと

EVAに 関しては,負 の相関関係 を示 してお り,こ うした傾向(実 際の売 り上

げに情報化が結 びついていない)は,こ れまでの研究の結果(経 済企画庁調査

局[2000]な ど)を 後押 しするものと言える。

しか し先 に触れた ように,ERPや デー タウェアハウスは業界 によって差が

あるかもしれない し,それ らに関する本調査のサ ンプル数 も残念 なが ら少ない。

そこで今度は,情 報システム(ア プリケーシ ョン)を,各 業界で共通に利用 さ

れ,な おかつサンプル数も多い,グ ループウェアとイントラネットに限ってみ

よう。(以 下,こ の二つの関与度 を合わせたものをグループ(Group)の 知的

生産性 を高めるッール(Too1)と いうことで,ま とめて 「GT」 と呼ぶ)
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まずフラット組織 について見てい くと,GTと 株価 との関係は,サ ンプル数

は少ない(n=4)も のの,強 い相関関係を示 している(0.78)。

そ して,そ れは意外 なことに,ノ ンフラッ ト組織 においても同様の傾向を示

してお り,GTと 株価 は,0.64の 正の相関を示 している(10%で 統計的に有意)。

要するに,GTに おいては,組 織のフラット度の高低 によって二つの層 に別

れて(フ ラット組織は株価の高いほうに集中 し,ノ ンフラット組織は低いほう

に集中している),効 果 を上げていた(市 場 に向けて何 らかのブラスのシグナ

ルを出 していた)の である。ノンフラット組織 において,情 報化投資の効果は

薄いとされてきたが,GTに 関 しては必ず しも当てはまらないようである。

しか しROEに 関 しては,な ぜか株価の場合 とは反対 に,フ ラッ ト組織が

一〇.25,ノ ン ・フラット組織が 一〇.29と弱い負の相関係数を示 している。 この

辺 りの結果は,(総 合情報化指標の場合 と同様に)「情報化が売 り上げに結びつ

いてい ない」 とす るい くつかのア ンケー ト結果 と一致す るか も しれ ない。

(EVAの 分析 に関してはサ ンプル数が少ないために省略する。)

それでは,情 報化が組織のフラット化を促進するのであろうか。 この点に関

しては,本 調査は,や や否定的な結果を示 している。

総合情報化指標 と管理職数の相関係数は,0.29を 示 しているlii。そ して,

GTと 管理職数について見た場合,相 関係数は一〇.18とな り,数 値 はマイナス

を示す つまり情報化が組織のフラットかを促 している可能性を示す も

のの,ほ とんど相関関係は見 られない。数値か ら判断すると,情 報化が組織の

フラット化 を促進するケースは少なく,む しろフラッ ト化を志向 している企業

が業績が良いと言ったほうが正確ではないだろうか。

これ らの結果は,労 働省の調査や電気連合の調査 と,全 般的傾向 としては類

似 している。労働省の調査(情 報化 と労働政策 との関連に関する研究会[1996])

では,上 場企業を中心 とする716社 のうち,組 織 フラット化を実施 した企業は

14%,計 画中の企業は10%に なっていて,情 報システムの改革実施との重複か

iii階 層 数 とIT関 与 度 が極 端 に高 い 一社 を除外 した値
。 おそ ら く,こ の回答 者 は,

階層数 と等 級 を取 り違 えた と思 われ る。
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ら 「情報化に積極的な企業 ほど,情 報システムの改革に積極的である」 と労働

省では見ている(上 で見てきたように,こ れは本パイロット調査では,少 なく

とも線的な相関関係 としてはあてはまらない)。 しか し,組 織改革と情報化の

どちらが主か という質問に対 しては,組織改革実施ないし計画企業のうち,69%

が前者であると答えている。また,電 気連合の調査でも,企 業内組織の 「フラッ

ト化が進んでいる」 とする回答が28.9%に とどまったのに対 し,「情報化 によ

る変化はない」 とする回答は70.5%に 達していて(篠 崎[1999]),本 稿 と同様

の傾向を示している。前述 したように,労 働省の調査(情 報化と労働政策との

関連に関する研究会[1996])や 電気連合の調査などは,漠 然 と 「フラット化」

とい う言葉を用いていて,回 答者が誤解をしている可能性 もあるが,本パ イロッ

ト調査は,結 果 として,「 フラッ ト化」について既存調査が示 した全般的傾 向

を概ね後押 しすることになる。

4-3.ナ レッジ ・マネジメントと企業の情報化について

ロビー(Robey[1997])は,組 織の情報化を分析する際の有用なフレーム ・

ワークとして,「 企業文化」,「組織学習」iv,「権力」,「組織学習」の四つをあ

げている。確かに,こ れ ら四つのことがらは,情 報化 に大 きな影響を与えそう

である。たとえば,情 報 を共有する文化のない組織 に,い くらITを 導入 した

ところで,情 報の共有は難 しいだろう(通 常,簡 単 に文化 は変革で きない)。

本調査の主な目的の一つが,た んにITに 投資するだけではな く,何 らかのコ

ンセプ トを持たなくては効果を上げ られないのではないか,と いう基本的な仮

説の検証である。そこで,今 回注 目したのが,ナ レッジ ・マネジメントvで あ

る。つまり,基 本的にナレッジ ・マネジメントを実施 している企業は,情 報化

ivロ ビー(1997)の 説 明す る 「組織 学 習」 は
,本 稿 の対 象 企業 が考 え てい るナ レ ッ

ジ ・マネ ジメ ン トに,「 組織 記憶」 を重 視 す る とい う点 で相 当程 度類似 して いる。
vナ レ ッジ ・マ ネ ジメ ン トとい う コンセ プ トは比較 的バ ラッ キ

,幅 が あ るが,こ こ

で取 り上 げて い る七 社 は,各 事 例 の内容 か ら判 断す るに,野 中 ・竹 内[1995=1995]

を想定 してい た。 なお,野 中 らとは,や や 違 った観 点 か らナ レ ッジ ・マネ ジ メ ン ト

を追究 してい る主 たる研 究 として は,Leonard[1995=2001]参 照。
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においても何 らかの効果 をあげているのではないか という仮説をもって調査に

当たった。 しかし結果 としては,単 純にそ う言いきれないものであることがわ

かってきた。

まずナ レッジ ・マネジメント実施(「 一部実施」含む)企 業(七 社)viに 関す

る,総 合的な情報化と株価の関係から見ていこう。
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図2※ 外 れ値 として,あ る一社 は除外 してある。

一見 してわかるように,株 価が高いグループと低いグループとで完全に分離

している。全体 としては負の相関関係を示すが,こ のように極端 に分離 してい

る場合は,そ れぞれのグループで相関関係 を分析するのが一般的である。残念

なが ら,そ れぞれのグループの数が非常に少ないが,二 つのグループは正の傾

きを示 している。

一方,ナ レッジ ・マネジメントを実施 していない企業も,総 合的な情報化 と

v1ア ンケー トで 「実施 」 「一 部実 施」 と応 え た企 業 の ほか に
,妹 尾 ら[2001]に 掲

載 されい る対象 企業 も若干含 まれて い る。
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株価の関係を見ると,正 の相関関係を示 している(相 関係数は0.5)。

ナレッジ ・マネジメン ト実施企業に戻 り,今 度は総合情報化 とROEの 関係

について見てい くと,や は り株価の場合 と同様に,ROEが5～6を 境に好業

績企業 とそうでない企業に分かれる(こ れは株価の場合の好業績 グループとそ

うでないグループともちろん一緒の企業群である)。好業績企業群は,や は り

全体として正の相関関係を示 しているように見えるが,低 業績企業群において

は,負 の相関関係を示 している。そ して再び,ナ レッジ ・マネジメン トを実施

していない企業群に目を移す と,な ぜか全体 としては,負 の相関関係(-0.56)

を示 してしまう。(EVAに 関するに関 しては,前 節 と同様の理由で説明を省

略する。)

これは,フ ラット組織 と,ノ ン ・フラット組織に分けて見た場合 と,や や類

似 した傾向である。ただ し,今 回は,三 つの層に分けられて,そ れぞれがやや

異なる傾向を本調査では示 している。

つまり,ナ レッジ ・マネジメントを実施 しているうち,特 定の企業群だけが,

株価 においても,ROEに おいても情報化の恩恵を受けている可能性がある,

ということが言える。

さて,そ れでは,ナ レッジ ・マネジメントにおける好業績企業群 と低業績企

業群は,ど のように違 うのであろうか。データか ら予測できるのは,好 業績企

業群 にフラット組織が多い(四 つのうち三つ)こ とである。しかも,唯 一ノン ・

フラッ ト企業群の好業績企業にしても小 さな本社で知 られる会社であ り,伝 統

的なピラミッド型組織 とは区別できるように思える 。低企業群は,い ずれ も

ノン ・フラット企業である。分析 をさらに進めると,好 業績企業群では,設 立

年数が比較的若い企業が多 く,低 業績企業群では,比 較的古い企業が多い。後

者では,三 社中一社のみが戦後に生 まれた会社である。

しかし,い ずれにせ よ,ア メリカにおいて,ビ ジネス ・プロセスのリエンジ

ニアリング(BPR)が,相 当程度失敗 しているvii(Markus&Benjamin[1997],

viiMarkus&Benjamin[1997]に よれ ば
,75%の 失 敗 率 。
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Kling&Lamb[2000])こ とを考えると,七 社のうち多 くが情報化に熱心で,

なおかつ半分以上が,業 績が高いのは印象的である。マーカスとベ ンジャミン

[1997]は,次 々と新 しいコンセプ トを考えるのは,「 過去の恥ずか しい失敗

を隠して,情 報 システムを売るために,新 たなブームを作 り出さなくてはなら

ないか らではないか」と懐疑 を示 し,ク リングとラム[2000]も,「BPRに 慎

重だったマネジャーまでが,今 や 『次の大 きなもの』 として,ナ レッジ ・マネ

ジメントとい うコンセプ トに向かっている」と皮肉気味に述べている。しか し,

まだ断定はで きないが,ナ レッジ ・マネジメントは,情 報化 と相まって効果を

上げる可能性が(他 の条件が揃えば)あ るのではないか と予想できる。

5.仮 説群と若干の検討

次に,上 で得 られた結果を下 に,そ こから読むことがで きる新たな仮説群 と,

筆者なりの検討を加 えていきたい。

仮説1資 金力のある企業が早い時期 にITに 投資 し,現 在 でもその業績 を

保っている。

これが一般的な解釈だろう。 しか し,環 境の変化が激 しい今 日,た とえ高い

株価 を保っているだけだとしても,そ のマネジメントは成功 している部類に属

すると言える。 したがって,そ のマネジメン トのメカニズムを明らかにするの

は,や はり意味がある。

たとえば,X社 はイン トラネット等を導入する時期にすでに株価 は高かった

が,そ れらのITな くして今 日の業績を保つことができたか と考えることは意

味のあることである。

仮説21Tの 効果 は実はあまり関係な く,ITを 早い時期に導入するという

「革新的な企業文化」等が業績にプラスの影響 を与えている。
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統計的な用語で言えば,ITの 投入時期 と業績は疑似相関に過 ぎず,真 の相

関関係は企業文化等 と業績にあるとい う解釈 もあり得 る。単純に革新的であれ

ばITの 導入 もうまくい くという単純な関係ではない ものの,ITと 組織文化

は密接な関係にあるように思える。この問題に関 しては,計 量的な調査のみに

よる論証はかなり難 しく,何 らかの質的な調査が必要になるだろう。もちろん,

「文化」だけではなく,ロ ビー[1997]が 指摘 している通 り,政 治的要因,制

度的要因,組 織学習(ナ レッジマネジメント)な どの別の要因も考えられる。

仮説3日 本では,情 報技術によって電子稟議書のような独 自のジャンルを形

成 し,旧 来のピラミッ ド型組織のまま(フ ラッ ト化 を進めず),プ ロ

セスの効率化のみを図っている。

「ノン ・フラットな組織において もIT導 入の効果があ り得る」というのは,

本稿独自の発見である。その解釈 として,仮 説3を あげてお く。

巷では,あ たか もフラット組織が完全に正 しく,ノ ン ・フラット組織が完全

に間違いであるような議論をたまに見かけるが,組 織論の基本 をふ り返れば,

管理する部下の数が多す ぎれば統制 しきれない可能性があるし,ま た管理職の

ポス ト自体が一種のマイル ・ス トー ンを形成 していることも否めない。特 に日

本のように,こ れまでタテの関係を重視 して きた文化を完全に捨てて,フ ラッ

トな組織に移行するというのは難 しいかもしれない。だとすれば,ノ ン ・フラッ

トのまま,ITに よってその弱点 を補うというの も一つの選択かもしれない。

しか し,ア メリカの優良企業のいくつかは,ネ ットワーク型組織,バ ウンダ

リーレス組織(GE)等,従 来の有機的組織以上にフレキシブルな組織形態に

移行 し,充 分に情報化のア ドバンテージを享受 している。それに対 して,多 く

の日本企業においては,抜 本的な改革は行われずに,従 来型の有機的組織(加

護野 ら[1983]参 照)と,系 列等のクローズ ドなネッ トワークに留まっていて

(たとえばEDIに 関して,伊 丹 ・伊丹研究室[2001]参 照),フ レキシビリティー

とい う面では情報化のア ドバンテージを充分に活用しているとは言えないので
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は な い か 。

仮説4日 本企業のメンバー(ユ ーザー)は,チ ーム意識が強 く,グ ループウェ

ァに適 した企業文化 をもともと備えていたと言える。

GTに 関 して言 え ば,ア メ リ カや イ ギ リス にお け る 導 入 よ り も,む し ろ ス ム ー

ズ に 効 果 を 上 げ て い る と言 え る の で は な い かvili。た と え ば,ダ ベ ン ポ ー トら

(Davenport&Prusak[1998コ)の 紹 介 す る グ ル ー プ ウ ェ ア(ロ ー タス ・ノ ー

ツ)活 用 企 業 と して紹 介 され て い るの は,い ず れ もコ ンサ ル タ ン ト会 社 や 研 究

所 とい っ た知 識 労 働 部 門 ば か りで,一 般 の 製 造 業 や サ ー ビス 業 の例 をあ ま り紹

介 して い な い し,オ リ コ ウス キ ー(Orlikowski[1992])は,そ の 有 名 な事 例

研 究 にお い て,従 業 員 が ロー タ ス ・ノー ツ が何 なの か さ っ ぱ りわ か ら ない 状 態

で導 入 して失 敗 し た例 を 引 い て い る 。あ る い は別 の研 究 者 も,テ キサ コが グ ル ー

プ ウ ェ ア を 導 入 した も の の,当 初 電 子 メ ー ル と し て しか そ れ を 活 用 して い な

か っ た 状 況 を紹 介 して い る(McDermott[1999])。

一 見 あ り きた りの 説 明 か も しれ な い が
,そ れ は も と も とチ ー ム プ レイ を主 体

と した 日本 企 業 の 組 織 行 動 特 性 に基 因す る の で は な い か 。(ち な み に,チ ー ム

が 失 敗 した 事 例 とい う の は,ア メ リ カの ビ ジ ネ ス ・ス ク ー ル の 授 業 な どで は よ

く取 り上 げ られ る テ ー マ で あ る。)

ま た,少 し見 方 を変 え れ ば,グ ル ー プ ウ ェ ア とい う情 報 技 術 が 重 要 な の で は

な く,チ ー ム ・ワ ー ク に お け る,あ る種 の 「ジ ャ ン ル」(Yates&Orlikowski

[1992])が す で に確 立 さ れ て い た こ とが,本 当 は 問題 な の か も しれ な い 。 こ

の こ とは,よ り詳細 な研 究 に よ っ て 追 究 され るべ き問 題 で あ る 。

仮説5ナ レッジ ・マネジメン トを軸にした情報化は,フ ラット化,特 定の企

業文化などの条件が揃えば,効 果を上げる可能性がある。

vhiGTに 限 ら な い が
,IT導 入 ・利 用 の 変 遷 と混 乱 に 関 し て は,

Orlikowski[1996]参 照 。

Cibora[2002],
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この仮説は前節で述べた通 りである。詳細 な検討は,別 稿に譲 るとして,こ

こでは簡単に,な ぜ 日本企業 において比較的(BPRの 成功率と比べて)ナ レッ

ジ ・マネジメン トが うまくいっているのか考えてみ よう。端的に言って,ぜ れ

はSECIモ デルが与えられたことによって,暗 黙知に多 く頼っていた企業 も,,

形式化へ意識が進んだことが大 きいのではないだろうか。知識の形式化が進め

ば,コ ンピュータ ・ネッ トワークにその知識 を(全 部ではないが)載 せやす く

なる。

6.ま と め

これまでの情報化投資と生産性に関する経済学を中心に した分析研究では,

情報化 という概念で様々な情報システム(ア プリケーション)が すべて一緒 く

たにされているが,そ れでは経営者にとってあまり意味がない。本稿では,グ

ループウェアやイントラネッ トといった利用法 によって情報システムを分け,

新たな分析視点を提出した。

また,こ れまでの経済学を中心に した分析では,業 績の指標 として,マ クロ

の場合 はGDP,ミ クロの場合はROEな どの指標が用いられて きたが,本 調査

では,あ る特定の情報システム(ア プリケーション)群(GT)に おいて株価

という指標を用いることで,情 報 システムの利用が業績に効果をもたらし得る

ことを示 した。

組織構造に関 しては,フ ラットな企業群 とフラッ トでない企業群の両方で,

情報化投資の効果があり得 ることを見いだ した(GT関 与度 と株価 との関係を

見た場合)。 前者は業績が高い企業が多 く,後 者は前者に比べて業績の低い企

業が多かった。 しか し,情 報化が組織 をフラットにするという因果関係は,や

はり数字上からは見いだせ なかった。

そして,本 調査では,ナ レッジマネジメントという軸にすることで,情 報化

効果の分析における新たな視点を提出 した。ただし,ナ レッジ ・マネジメン ト

を実施 している企業で も業績は二極分化 してお り,組 織がフラッ トで業績が良
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い企業群では情報化の効果が現れていそ うである(本 調査の数値では,そ れほ

ど明確 でないが,情 報化 に関して先進的な企業が多い)。 ナレッジマネジメン

トを行 っていない企業は,株 価やEVAと いう点で見 ると,情 報化の効果を上

げているが,ROEの 点では,や は り,む しろ関与度が高 くなるほど業績が悪

くなるという結果が出た。

ただし,本 稿で示 したパイロット・サーベイはあ くまでミクロとマクロをリ

ンクす る中範囲の理論に向けて,傾 向を探 り,仮 説を構築 し,よ り具体的な因

果関係 を分析するための第一歩に過 ぎない。 これまでの組織の情報化に関する

研究は,マ クロデータを中心 にした一般的 ・抽象的な計量分析 と,一一般化をあ

まり考慮 しない事例研究ないしフィール ドワークの二つの潮流があり,そ の二

つはほとんど交流のないまま現在まで続いて きた(Chan[2000])。 本調査は,

両者をつな ぐ「中範囲の理論」の構築へ向けて,新 たな仮説 をい くつか提出 し,

若干の検討 を行った。今後は,日 米組織の比較研究を中心にして,組 織 と情報

技術における 「中範囲の理論」 を構築 してい く予定である。
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